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【緒言】 

わが国では高齢化の急速な進行に伴い、要介

護認定者の増加が社会問題となっている。近年

増加の著しい軽度要介護の主な原因として、衰

弱や関節疾患といった老年症候群と考えられる

ものが全体の半数を占めている。このような現

状を受け、2004 年には健康フロンティア戦略、

2006年度には介護保険制度の改正、さらに2007

年には新健康フロンティア戦略がとりまとめら

れ、介護予防における運動器疾患対策が重点課

題とされた。高齢者に多く見られる運動器疾患

の1つとして変形性膝関節症があげられる。変

形性膝関節症は、動作時痛や可動域制限を伴い、

進行するにつれて日常生活に支障をきたすほど

の痛みになる。結果、身体活動の低下による体

重の増加や筋肉量・筋力の低下、さらに閉じこ

もりやQOLの低下といった生活機能全般に悪影

響を及ぼす恐れがある。これらが医療費や介護

費用の増大につながることは明らかであり、疼

痛緩和と運動器の機能向上に有効な介護予防プ

ログラムの開発が急がれている。膝痛患者にと

って、水中運動は膝への負担が少なく有効な運

動様式であると考えられる。そこで本研究では、

膝痛を有する高齢者に対する水中運動が、健康

関連QOLおよび身体機能に及ぼす効果を明らか

にし、介護予防事業としての水中運動プログラ

ムの有効性を検討することを目的とした。 

 

【方法】 

対象者は新潟県長岡市在住で膝痛を有する

65歳以上の高齢者とした。2007年4月27日か

ら6月1日に50名を募集したところ、60名の

申し込みがあった。問診や健康診断の結果に基

づき、最終的に研究対象者51名（全て女性、平

均年齢72.1歳）、介入群26名、対照群25名に

ランダムに割り付けた。介入群は3ヶ月間、週

1回、計12回の水中運動を行った。1回の教室

は1時間程度で、内容はウォーキングや筋力ト

レーニング、ストレッチであった。健康関連QOL

の評価では、包括的尺度としてSF-8TM、疾患特

異的尺度として日本版変形性膝関節患者機能評

価表（JKOM）を用いた。また、身体機能の評価

では、Timed up and go test（TUG）、最大歩行

速度、5回椅子立ち座り、握力（左右）、開眼片

足立ち（左右）を用いた。両群の介入による各

指標の変化量を年齢を共変量とした反復測定共

分散分析を用いて検定した。 

 

【結果】 

健康関連QOLでは、膝の痛みやこわばりにお

いて時点と群の2要因間に有意な交互作用が認

められた（P=0.018）。身体機能では、椅子立ち

座り（P=0.002）および開眼片足立ち左（P=0.019）

において時点と群の2要因間に有意な交互作用

が認められた。また、介入群におけるプログラ

ム継続率は100.0%、教室参加率は93.9%であっ

た。 

 

【考察】 

本研究で実施した3ヶ月間の水中運動プログ

ラムでは、膝痛の軽減および身体機能の改善効

果が確認された。したがって、本水中運動プロ



グラムが、膝痛を有する高齢者の健康関連 QOL

および身体機能の改善を目的とした地域で安全

に提供できる介護予防事業として有用であるこ

とが示唆された。本研究では、これまでに高齢

者に対する水中運動や陸上での介護予防事業教

室の有用性につい検討している先行研究と類似

した結果が得られた。また、本研究の特記すべ

き点として、先行研究と比較して非常に高いコ

ンプライアンスが獲得された点がある。その理

由として、毎回プールまでの送迎が完備されて

いたことがあげられる。今後、水中運動プログ

ラムの日常生活活動への波及効果を調査し、介

護予防事業としてより信頼性の高い、効果的か

つ効率的なプログラムであるかを検討していく

ことが重点課題とされる。 


